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「中心市街地活性化講習会２０１４」開催のご案内 

 前号にて第１７回目となる中心市街地活性化講習会の日程確定についてお知らせしましたが、よ

うやく講習会の概要が決まり、受講のお申し込みも受け付けを開始しました。 

現在、国では「都市の再興・再構築」に重点を置いた取り組みを進めつつあり、今年の５月には

都市再生特別措置法等の一部改正が行われ、「立地適正化計画」の策定など新しい動きも出ています。

今後の中心市街地の活性化を進めるにはこれらにも対応していく必要があることから、今回のテー

マを 「全国における都市の再構築について」とし、テーマに沿った下記の有識者の講演及び先進的

に取り組まれている中心市街地活性化の事例についてのご紹介を予定しました。 

講演の詳細や受講お申込みの方法などは、下記の当機構のホームページで紹介しておりますので

ご参照ください。 

全国で中心市街地活性化や街なか再生に取り組まれていらっしゃる皆様のご参加をお待ちしてい

ます。 

 

開 催 日：平成２６年１０月１７日（金） 

開催会場：【東京】全国町村議員会館 大会議室（２階） 

     （最寄駅：東京メトロ半蔵門線半蔵門駅、同有楽町線麹町駅） 

定  員：１２０名（定員に達した場合は受付が終了となります。） 

テキスト：『中心市街地活性化講習会２０１４』（当日配布） 

受 講 料：６，０００円／人（税込、テキスト代含む） 

講習内容： 

基調講演  国土交通省 市街地整備課 課長 廣瀬隆正 氏 

講演１  「三世代がそれぞれに自立し、共生し健康的に生活する都市を創る」 

   滋賀県立成人病センター 総長兼病院長 笹田昌孝 氏 

講演２  「国土のグランドデザインと都市再構築（仮）」 

 東京大学大学院 工学系研究科 教授 家田 仁 氏 

事例紹介  宮城県及び北九州市から２つの中心市街地活性化の事例紹介 

ＨＰアドレス：http://www.sokusin.or.jp/machinaka/kasseika/2014/moushikomi.html 

 

※今後、プログラムの詳細については変更になる可能性がございます、詳しくはホームページ

をご参照ください 

 1 



「業務代行組合区画整理講習会」開催のご案内 

前号でもお伝えしましたが、「業務代行組合区画整理講習会」の開催をご案内しております。定員

にはまだ若干余裕がございますので、ご興味のある方はお早めにお申し込みください。 

なお、講習会の詳細や申込の方法は、配布しておりますチラシや当機構のホームページをご参照

ください。 

 

実 施 日：平成２６年１０月２４日（金） １３：００～１７：００（受付１２：３０） 

場 所：公益財団法人 区画整理促進機構 会議室 

定  員：３０名（定員に達した場合は受付が終了となります） 

申込期限：平成２６年９月３０日（火） 

受 講 料：８，０００円（税込、テキスト代含む） 

ＨＰアドレス：http://www.sokusin.or.jp/events/e_index.html 

 

 

民間事業者研究会 
役員会・平成２５年度活動報告会・平成２６年度総会開催の報告 

 

◆役員会 

平成２６年７月４日（金）、当機構理事長直属の調査・研究機関である「民間事業者研究会」の

役員会が機構会議室にて開催されました。役員会では、平成２５年度活動報告、平成２５年度会

計報告、平成２６年度活動方針、平成２６年度予算について審議・承認されました。 

   
▲役員会の様子 

 

◆平成２５年度活動報告会 

役員会に引き続き、平成２５年度活動報告会が機構会議室にて開催されました。活動報告会で

は「中心市街地再生事業スキーム検討分科会」の検討結果や、各団体との意見交換会等の結果に

ついて、それぞれ報告がありました。 

  

▲活動報告会の様子 
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◆平成２６年度総会 

 活動報告会の終了後、会場を主婦会館プラザエフ７階カ

トレアに移動し、「民間事業者研究会」の平成２６年度総会

が開催されました。 

総会では来賓として、国土交通省 都市局 市街地整備課 

廣瀬課長よりご挨拶をいただき、平成２５年度活動報告、

平成２６年度活動方針等に関する議案が議決されました。

総会に続いて懇親会が開催され、活発な意見交換が行われ

ました。 

なお、平成２６年度活動方針は次のとおりです。 

 

●平成２６年度活動方針〔全体〕 

東日本大震災から３年経過し、震災復興事業についても区画整理手法を活用した事業が本格

的にスタートしました。また日本経済産業界においても、２０２０年東京オリンピック開催や

アベノミクス効果にて、日本経済も成長路線へと進んでいます。しかしながら、少子高齢・人

口減少時代に向けて、企業の工場跡地の有効活用、公有地における小中学校跡地の活用、地方

都市の人口減少、都市部における既成市街地の活性化、木造密集地域の防災問題解消等、多く

の課題を取り組んでいなければならない状況にあります。 

今年度は、こういった街づくりに対する社会的要請にこたえるため、引き続き区画整理手法

を用いた街づくり・都市再生事業等に民間事業者が参画する上での問題点や課題等を抽出し、

これら課題の解決方法に関する調査・研究に取組んでいきます。 

 

    
 

   
 

▲総会の様子 
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人事異動  

国土交通省 都市局 市街地整備課 

新所属 氏名 旧所属 

7月 1日 

市街地整備課企画専門官 

 

市街地整備課課長補佐（併）復興庁統括

官付 

 

7月 8日 

都市計画課土地利用調整官 

 

市街地整備課企画専門官（併）復興庁総

括官付 

市街地整備課 

大臣官房総務課 

 

 

田中 成興 

 

山口 悟司 

 

 

 

山下 英和 

 

江田 頼宜 

 

大谷 彩菜 

新妻 安奈 

 

 

市街地整備課課長補佐（併）内閣官房内

閣総務官室 

市街地整備課長補佐 

 

 

 

市街地整備課企画専門官（併）都市計画

課（併）復興庁統括官付 

都市計画課企画専門官（併）市街地整備

課（併）復興庁統括官付 

水資源・国土保全局総務課 

市街地整備課 
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